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第６条～第２２条（条文省略） 

 

第２３条（役付取締役） 

取締役会は、その決議によって取締役会長、取締役社長お

よび取締役副社長各１名並びに専務取締役および常務取締

役各若干名を定めることができる。 

 

第２４条～第２８条（条文省略） 

 

第２９条（取締役、監査役の責任免除） 

当会社は、取締役（取締役であった者を含む。）、監査役（監

査役であった者を含む。）の会社法第４２３条第１項の責任

につき、善意でかつ重大な過失がないときは、取締役会の

決議によって法令の定める限度額の範囲内で、その責任を

免除することができる。 
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第３０条～第３３条（条文省略） 

 

 

第６条～第２２条（現行どおり） 

 

第２３条（役付取締役） 

取締役会は、その決議によって取締役会長および取締役社

長各１名、並びに取締役副社長、専務取締役および常務取

締役各若干名を定めることができる。 

 

第２４条～第２８条（現行どおり） 

 

第２９条（取締役、監査役の責任免除） 

当会社は、会社法第４２６条第１項の規定により、取

締役（取締役であった者を含む。）、監査役（監査役であ

った者を含む。）の同法第４２３条第１項の責任につき、

善意でかつ重大な過失がないときは、取締役会の決議に

よって法令の定める限度額の範囲内で、その責任を免除

することができる。 

２．当会社は、会社法第４２７条第１項の規定により、取

締役（業務執行取締役等である者を除く。）との間で、

同法第４２３条第１項の損害賠償責任を限定する契約

を締結することができる。但し、当該契約に基づく損害

賠償責任の限度額は、法令の定める額とする。 

３．当会社は、会社法第４２７条第１項の規定により、監

査役との間で、同法第４２３条第１項の損害賠償責任を

限定する契約を締結することができる。但し、当該契約

に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める額とす

る。 

 

第３０条～第３３条（現行どおり） 

 

 

３．日程 

  2020 年 3 月 26 日 臨時株主総会（予定） 

  2020 年 3 月 26 日 定款変更の効力発生日（予定） 
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